（様式第１－１号）
年　月　日
大阪府知事　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　

[bookmark: _Hlk231133946]大阪府先駆的金融市場等形成支援事業補助金　事業計画書

１　実施体制
注）採択された場合、（１）～（３）の名称を大阪府ホームページで公表します。

（１）申請者（代表事業者）
	企業の概要
	名称
	

	
	本社所在地
	

	
	府内事業所所在地
	

	
	担当者役職・氏名
	

	
	ホームページURL
	

	
	電話
	　　　　　　　／
	E-mail
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　　　　円
	従業員数
	　　　　　　人

	
	業種（主要なもの）
	



（２）共同事業者（申請事業者と共に補助事業を実施する事業者（補助事業に対する一部経費を負担））
注）共同事業者の数に応じて表を追加してください。
	企業の概要
	名称
	

	
	所在地
	〒

	
	担当者役職・氏名
	

	
	ホームページURL
	

	
	電話
	　　　　　　　／
	E-mail
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　　　　円
	従業員数
	　　　　　　　　人

	
	業種（主要なもの）
	



（３）協力事業者（申請事業者及び共同事業者が実施する補助事業に対して、技術支援等の協力を実施する事業者
（補助事業に対する経費負担なし））注）協力事業者の数に応じて表を追加してください。
	企業の概要
	名称
	

	
	所在地
	〒

	
	担当者役職・氏名
	

	
	ホームページURL
	

	
	電話
	　　　　　　　／
	E-mail
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　　　　円
	従業員数
	　　　　　　　　人

	
	業種（主要なもの）
	


２　計画概要
	(1)事業名称
	注） 採択された場合、記載内容を大阪府のホームページで公表します。


	(2)事業実施場所
	

	(3)事業実施期間
	交付決定日から　年　月　日まで

	(4)事業計画概要
	注） 採択された場合、記載内容を大阪府のホームページで公表します。
（５行程度）






	(5)-1
事業目的・事業内容
	①事業計画の背景・事業目的
（期待される府民・府内事業者等への効果等を含め具体的に記載してください。）







	
	②事業計画内容と目標
（実施内容、事業対象者及びその想定人数（事業者数）、広報手法、目標値等を具体的に記載してください。）







	(5)-2
先駆性・優位性
	①事業において活用するフィンテック等に係る技術及び金融サービスの内容
（ブロックチェーン・ＡＩなど、活用する技術について具体的に記載してください。）






	
	②市場の先駆性
（他の事業者を含む国内での類似事業の実施状況等を踏まえ、当該取組みが国内における先駆的な実証事業と言える理由を具体的に記載してください。）







	(5)-3
事業計画の実現性
	①事業の実施体制
（事業者のこれまでの活動状況、必要なライセンスの取得状況、当事業に従事する人数・役割、事業者を対象とする場合の当該事業者との連携状況（予定）等について具体的に記載してください。）









	
	②実証事業スケジュール


	(5)-4
実証事業後の事業化に向けた取組み
	①実証事業後の府内における事業化の計画
（実証事業後の事業化に向けた取組み予定、事業規模、収益の見通し、スケジュール等について具体的に記載してください。）









	(5)-5
今後のビジネス展開における府内への波及効果
	1 今後のビジネス展開における府内企業との連携等による効果
（府内雇用、府内への投資、府内拠点設立、府内企業との連携等について具体的に記載してください。）









３　経費配分
    （単位：円）
	区分
	補助事業に要する経費（A）
※消費税及び地方消費税額を除く
	補助対象経費
(B)
※消費税及び地方消費税額、他の補助金等の対象経費を除く
	補助金申請額
（B）×1/2
※千円未満切捨て、
上限１千万円

	実証実験事業費
	
	
	

	【内訳】
・
・
・
・
・
	

	

	

	実証実験事務費
	
	
	

	【内訳】
・
・
・
・
・
	

	

	

	合計
	
	
	




４　他の補助金等の申請状況について
同一の取組を他の補助金や助成金等に申請中又は申請予定がある場合は、その名称等を記載してください。該当がない場合は「該当なし」と記載してください。
上記の補助金や助成金等について、本補助金の補助対象経費と重複して交付を受けている場合、又は受けることが決まっている場合は、応募することはできません。ただし、同一事業で、他の補助金等の交付を受ける場合であっても、補助対象の異なる経費となる場合（対象経費が明確に区分できる）は、併用しての申請が可能です。（当該他の補助金において併用禁止の取扱いとなっている場合を除きます。）

	補助金・
助成金等の名称等
	

	申請（予定）日
	　　　年　月　日
	交付決定予定日
	　　　年　月　日




　※併用して申請する場合は、他の補助金等で交付を受ける経費について詳細を記載してください。
	区分
	内容
	金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	




